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二宮町消防水利施設等整備基準 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 消防水利施設等の技術上の基準（第３条－第７条） 

第３章 事務手続（第８条－第 14 条） 

第４章 雑則（第 15 条・第 16 条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この基準は、二宮町の開発事業における手続及び基準等に関する条例施行規則

（平成 29 年二宮町規則第 13 号。以下「規則」という。）第 28 条から第 31 条の規定

に基づき、消防水利施設等の整備に必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 消防水利施設 防火水槽（耐震性貯水槽を含む。以下同じ。）及び消火栓をいう。 

 (2) 二次製品防火水槽 あらかじめ工場において生産された部材を使用して築造さ

れるもので、一般財団法人日本消防設備安全センターにより認可された防火水槽を

いう。 

 (3) 現場打ち防火水槽 現場で加工される鉄筋コンクリート製の防火水槽をいう。 

 (4) 地中ばり防火水槽 建築物の構造（地中ばり等）を利用して設置する防火水槽を

いう。 

 (5) 導水装置 消防車両が容易に接近できる位置から吸水できるようにするため防

火水槽に設置する装置をいう。 

第２章 消防水利施設等の技術上の基準 

（防火水槽の基準） 

第３条 規則第 28 条第４項の町長が別に定める消防水利施設の整備に必要な事項のう

ち、防火水槽に関する事項は次のとおりとする。この場合において、防火水槽は、設

置箇所の状況を勘案し町長が消防活動に支障がないと認めた場合に限り、第２号及び

第３号の防火水槽とすることができる。 

(1) 二次製品防火水槽 

  ア 一般財団法人日本消防設備安全センターが定める二次製品等防火水槽認定基

準（昭和 59 年。以下「認定基準」という。）の３に掲げる地下式の防火水槽とす

ること。 
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  イ 自動車が進入するおそれのない場所に設置する場合は、認定基準で定めるⅠ型

又はⅡ型を設置すること。 

  ウ 自動車が進入するおそれのある場所に設置する場合は、認定基準で定めるⅡ型

を設置すること。    

  エ 吸管投入口は、消防車が容易に取水操作を実施でき、かつ、その他の消防活動

に支障を及ぼさない位置に 2 か所設け、それぞれ丸型とし、蓋は町長が指定する

ものとすること。（別図１） 

  オ 吸管投入口の周囲の地盤面には、公園などの未舗装地盤である場合を除き、吸

管投入口であることを示す標示を行うこと。（別図２） 

  カ 前各号に定めるほか、二次製品防火水槽の構造は、認定基準のとおりとするこ

と。 

(2)  現場打ち防火水槽  

現場打ち防火水槽は、消防活動に支障のない位置へ認定基準に準じて築造すると

ともに、耐震性に関して構造計算書及び構造図により確認できるものでなければな

らない。 

(3)  地中ばり防火水槽 

  ア 水槽内には、給水管及びガス管等、他用途の配管を通さないこと。 

  イ 内部仕上げは、底面及び全側面を防水モルタルで措置するものとし、必要に応

じて上面も同様に措置すること。ただし、町長が認めた場合には、防水モルタル

以外の防水措置とすることができる。 

  ウ 吸管投入口を設けない場合は、導水装置及び点検口を設けること。 

  （ア） 導水装置は、第４号の規定により設置すること。 

  （イ） 点検口は、点検作業に支障のない位置に設けるとともに、防水型の鉄蓋を

備えるものとし、容易に開放できない構造とすること。 

  エ 水槽が地中ばりで区画されている場合は、硬質ポリ塩化ビニール管等を使用し、

区画ごとに通気口、通水口及び人道口を次により設けること。 

  （ア） 通気口は、口径 100 ミリメートル以上とし、はりの上部に２か所以上（100

トンの水槽の場合は４か所以上）設けること。 

  （イ） 通水口は、口径 150 ミリメートル以上で、はりの下部に２か所以上（100

トンの水槽の場合は４か所以上）とし、底板に接するようにすること。 

  （ウ） 人道口は、直径 600 ミリメートル以上の大きさとし、その下端は底板から

50 センチメートル以下とすること。ただし、構造上設置が困難な場合であっ

て点検口などにより各区画の点検や補修が行える措置がされているときは、

この限りでない。 

  オ 吸管投入口及び点検口には、充水限度を確認できる表示をすること。 

(4)  導水装置 

  ア 採水口は、次によること。 

  （ア） 20 立方メートルあたり１口設けること。 
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  （イ） 取付け高さは、地盤面から結合部の中心まで 0.5 メートル以上 1.0 メート

ル以下とすること。 

  （ウ） 材質は JIS H5120（銅及び銅合金鋳物）に適合するもの又は、これと同等

以上のものとし、結合部は呼び径 75 ミリメートルのめねじであって JIS 

B9912（消防用ねじ式結合金具の結合寸法）に適合すること。 

  （エ） 覆冠を設け、面板等に「採水口」と表示すること。 

  （オ） 消防車が容易に取水操作を実施でき、かつ、その他の消防活動に支障を及

ぼさない位置に設けること。 

  イ 導水管は次によること。 

  （ア） 採水口１口ごとに単独配管（口径 100 ミリメートル以上）とすること。た

だし、町長が構造上支障がないと認めた場合はこの限りでない。 

  （イ） 毎分１立方メートル以上の取水ができる構造とすること。 

  （ウ） 吸水口は集水ピット内とし、集水ピット底面より 20 センチメートル程度

離すほか、吸水口相互間は 50 センチメートル以上離し、先端に耐食性のス

トレーナーを設けること。 

  （エ） 配管の材質は、JIS G3452（配管用炭素鋼鋼管）に適合するもの又はこれ

と同等以上のものとすること。 

  （オ） 配管の埋設部分及び架空部分は、外面の防食措置を行うこと。 

  （カ） 導水管には、必要に応じ「導水管」と表示すること。 

  （キ） 導水管の横引き配管の長さは 20 メートル以下とすること。 

  ウ 通気管は次によること。 

  （ア） 口径は、100 ミリメートル以上とすること。 

  （イ） 立ち上げ高さは２メートル以下とし、先端は 180 度曲げ、異物の混入を防

止するための網を設けること。 

  （ウ） 材質は、JIS K6741（硬質ポリ塩化ビニール管又は JIS G3452（配管用炭

素鋼鋼管）に適合するもの）若しくはこれと同等以上のものとする。ただし、

JIS G 3452 を使用する場合は、前イ（オ）に規定する措置を行うこと。 

  （エ） 通気管には「防火水槽・通気管」と表示すること。 

  エ 揚水時間が 60 秒以上かかる場合は、その旨を標示しなければならない。 

（消火栓の基準） 

第４条 規則第 28 条第４項の町長が定める消防水利施設の整備に必要な事項のうち、

消火栓に関する事項は次のとおりとする。 

(1)  消火栓は、神奈川県企業局水道部が管理（移管後に管理することとなるものを含

む。）する直径 150 ミリメートル以上の給水管（計画区域外の既存給水管を除く。）

に設けた地下式とする。ただし、敷設形態が管網の場合で管網の一辺の長さが 180

メートル以下（次図参照）であるとき又は枝状であるときは、直径 100 ミリメート

ル以上とすることができる。 

(2)  枝状の給水管へ設置する場合は、枝ごとに１基までとする。 
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(3)  消火栓は、取水可能水量が毎分１立方メートル以上で、かつ、連続 40 分以上の

給水能力を有すること。 

(4)  消火栓の設置場所は、計画区域内で消防車が容易に取水操作を実施でき、かつ、

その他の消防活動に支障を及ぼさない幅員４メートル以上の公道又は私道上とす

ること。 

(5)  消火栓の消防用結合金具は、消防用ホースに使用する差込式又はねじ式の結合金

具及び消防用吸管に使用するねじ式の結合金具の技術上の規格を定める省令（平成

25 年総務省令第 23 号）第３条に定める呼称 65 ミリメートルの口径を有する差込

式差し口とすること。 

(6)  消火栓に設ける蓋の周囲の地盤面には、消火栓設置箇所である旨の標示を行なう

こと。 

(7)  第３条第１号オの規定は、前号の標示を行なう場合に準用する。 

（消防水利施設の標識） 

第５条 事業者は、第３条及び前条の消防水利施設を設置した場合には、別図３のとお

り町長が定める標識を設置しなければならない。ただし、消火栓が道路上に設置され

る場合で、前条第６号の標示が行われているときはこの限りでない。 

２ 前項の標識は、防火水槽（採水口を設置する場合には採水口）又は消火栓の周囲５

メートル以内（防火水槽にあっては、防火水槽本体の中心点、消火栓にあっては消火栓

a b c 

d e f 

g h i 

口径 150 ミリメートル以上の配水管 

口径 100 ミリメートル以上 150ミリ

メートル未満の配水管 

消火栓配置例 

水の流れ 

管網 

管網の一辺とは、d~e 、e~f、 

d~g~h 及び f~i~h をいい、a~d、b~e、

c~f を含まない。（注記参照） 

注記 

a~d、b~e、c~f は、管網の導入部分であり、管網の構成部分とは
みなさない。（枝状部分とみなし、この位置に消火栓を設ける場合
は、原則その先の管網に消火栓を設けることはできない。） 
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蓋の中心点又は採水口にあっては採水口の中心点を基準とする。）で、道路以外の場所

へ設置すること。 

（消防活動空地の基準） 

第６条 規則第 29 条第５項の町長が別に定める消防活動空地の整備に必要な事項は、

次のとおりとする。 

(1)  消防活動空地（進入路を除く。）は、建築物の敷地内に整備すること。ただし、消

防活動上有効な開口部が幅員６メートル以上の道路等に面しているなどにより、町

長が消防活動上支障がないと認めた場合に限り当該道路等とすることができる。 

(2)  消防活動空地は、建築物への消防隊の進入を考慮した位置に整備すること。 

(3)  消防活動空地の地盤面は、20 トン以上の車両重量に耐える強度を有するコンク

リート舗装又はアスファルト舗装とすること。ただし、これらと同等以上の強度が

あると認められる措置を講じた場合においては、この限りでない。 

(4)  消防活動空地の上空は、はしごの伸てい及び旋回に支障となる障害物を設けない

こと。 

(5)  消防活動空地内は、消防車両以外の駐停車を禁止し、町長が必要と認める場合に

は、未舗装地盤である場合を除き、地盤面への標示、直近への掲示板の掲出又はそ

の両方を実施しなければならない。（別図４） 

(6)  進入路は、消防車両の運行が容易にできるものとして、次に掲げる基準で整備し

なければならない。 

  ア 進入路の周辺には、消防車両の運行の障害となる門、塀、電柱等が存在しない

こと。 

  イ 進入路の有効幅員は、４メートル以上とすること。 

  ウ 階数が４以上の建築物を建築する開発区域への進入路の屈曲又は交差部分で 

町長が必要と認める部分は、消防車両の通行に支障を来さないための措置につい

て、町長と協議を行うこと。 

エ 進入路の構造は、第３号の規定を準用する。 

  オ 進入路の縦断勾配は、９パーセント以下とすること。 

  カ 町長が必要と認めた場合には、路面に滑り止めの措置を施すこと。 

  キ 進入路には、アーチ等のくぐり部分を設けないこと。ただし、高さが４メート

ル以上である場合は、この限りでない。 

  ク 進入路は、駐車禁止とすること。 

（街頭消火器の基準） 

第７条 規則第 31 条第１項第２号の町長が別に定める街頭消火器の整備に必要な事項

は、次のとおりとする。 

(1)  消火器は、消火器の技術上の規格を定める省令（昭和 39 年自治省令第 27 号）で

定める 10 型以上の粉末消火器とし、町長が指定する印字を行うこと。（別図５） 

(2)  前号の消火器は、町長が指定する仕様（別図６）の消火器格納箱（以下「格納箱」

という。）へ格納して設置すること。 
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(3)  次号アを除く要領で格納箱を設置する場合には、消火器を固定するための器具

（一動作で着脱できる金属製のものに限る。）を設けること。 

(4)  格納箱は、開発区域内へ次の要領で設置すること。 

ア ごみ置場に設置する場合は、当該ごみ置場に設けられる外周構造物縁端の左右

いずれかの位置の道路に面した最前面の床面又は外周構造物端部へ道路にはみ出

さないように強固に固定し、転倒及び脱落を防止するとともに、ごみ置場の良好

な排水を妨げ、隣地へ雨水等を拡散させることがないように設置すること。（別図

７） 

イ ごみ置場以外に設置する場合には、宅地等への出入り及び交通に支障を及ぼす

箇所（交差点（道路の中心線が他の道路の縁石等と垂直に交わった位置から５メ

ートル以内の範囲に限る。）、隅切り箇所及び隅切り箇所から５メートル以内並び

に消防長が指定する箇所）を避けて道路脇の側溝上に設置すること。（別図８） 

ウ 側溝上に設置する場合には、現場打ち側溝に設置されるグレーチング部分の下

流側とすること。（別図９） 

エ 側溝と平行する道路が片勾配道路である場合には、勾配の上方側へ設置するこ

と。（別図９） 

オ 開発区域内の側溝がすべて L 型側溝である場合には、当該側溝（街頭消火器が

設置される部分に限る。）に設けられるグレーチング面積を２倍として、下流側の

グレーチング上に設置すること。（別図９） 

カ 前号のグレーチングの位置は、街頭消火器の有効範囲内における開発区域内の

上流域を選定するとともに、宅地等への出入りに支障を及ぼさないようにするこ

と。 

キ 格納箱をイからカの要領により設置する場合には、コンクリート製の強固な土

台（別図 10）を設け、容易に移動又は転倒しない構造とすること。この場合にお

いて、設置する側溝面に著しい勾配があるときは、格納箱が水平を保持すること

ができる形状の土台とすること。 

(5)  格納箱は、格納箱の中心が地盤面から 1.5 メートル以下となる位置に設置するこ

と。 

(6) 格納箱は、フタの開閉に支障となる位置に設置しないこと。 

(7)  消火器及び格納箱の設置場所に関する土地管理又は帰属に関しては、別途、消防

長と協議すること。 

第３章 事務手続 

（消防水利施設等の設置に関する協議書の提出） 

第８条 事業者は、条例第 14 条による開発事業協議申請書を提出する際、当該開発事業

計画が規則第 28 条から第 31 条までの適用を受けるものである場合には、規則第 17 条

第２項第 20 号の規定により消防水利施設等に関する協議書（別記様式１）を提出しな

ければならない。 

２ 前項の消防水利施設等に関する協議書へ添付しなければならない図書は、規則第 17
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条第２項各号に掲げる図書のうち、消防長が必要と認めたものとする。 

３ 前２項の図書は、２部（正本及び副本）提出しなければならない。 

４ 消防長及び事業者は、第１項の協議書の内容を承認した場合には、同書正本及び副本

それぞれの末尾に記名押印するとともに、消防長は、事業者へ副本を返戻するものとす

る。 

（消火栓設置確認書の交付依頼） 

第９条 事業者は、前条の協議書に基づき消火栓を設置する場合には、あらかじめ消防長

へ消火栓設置確認交付依頼書（別記様式２）を提出しなければならない。 

（水道営業所長への消火栓設置確認） 

第 10 条 消防長は、前条の依頼書を受理したときは、当該依頼書の記載内容を第８条の

協議書に記載された協議内容と照合し、相違ないと認める場合には、速やかに消火栓設

置確認書（神奈川県企業庁水道局長通知。昭和 41 年 41 企庶第 229 号。末尾参考資料）

を作成し、当該確認書を平塚水道営業所長へ送付しなければならない。 

（消防水利施設等着工の届出） 

第 11 条 事業者は、次の各号に掲げる消防水利施設等を設置しようとする場合には、当

該工事に着手する日の 10 日前までに消防水利施設等着工届出書（別記様式３）をもっ

て消防長へ当該工事の概要について届け出なければならない。 

(1)  防火水槽（耐震性貯水槽を含む。） 

(2)  消防活動空地の地盤面標示及び掲示板 

(3)  消防活動空地へ至る進入路に行う隅切り 

(4)  非常用進入口の代替として設置される設備等（消防法（昭和 23 年法律第 186 号。

以下「消防法」という。）第 17 条の 14 の規定により届け出がされる場合を除く。） 

２ 消防水利施設等着工届出書には次の各号に掲げる図書を添付しなければならない。 

(1)  消防水利施設等の概要表 

(2)  次の各号に掲げる計算書 

  ア 所要水量に関するもの 

  イ ポンプ揚程に関するもの 

  ウ 耐震性に関するもの 

  エ その他、消防長が必要と認めたもの 

(3)  工程表 

(4)  付近見取図（当該消防水利施設等の設置位置が示されたものに限る。） 

(5)  配線・配管系統図及び展開図 

(6)  使用機器図 

(7)  消防活動空地に関する地盤面標示及び掲示板の概要図 

(8)  その他消防長が必要と認める図書 

３ 第１項第４号で規定される設備等のうち、金属製避難はしごを設置しようとする場合

の当該設置工事は、消防設備士が行わなければならない。 

（消防水利施設等の工事完了届） 
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第 12 条 事業者は、前条の届出に関する工事及びその他の消防水利施設等の工事が完了

した場合には、工事が完了した日から４日以内に消防水利施設等工事完了届出書（別記

様式４）を消防長へ届け出なければならない。 

２ 前項の届出には、消防長が必要と認めた場合に当該消防水利施設等の性能を証明する

資料のほか、工程ごとに整理した工事写真台帳を添付しなければならない。 

（消防水利の指定） 

第 13 条 事業者等（事業者のほか、消防水利の帰属を行わない場合の当該消防水利の

所有者、管理者又は占有者をいう。以下同じ。）は、条例第 21 条第２項ただし書の規

定により設置した消防水利の帰属を行わない場合には、当該消防水利を消防法第 21

条に規定する指定消防水利とすることを承諾し、消防水利指定承諾書（別記様式５）

を消防長へ提出するものとする。 

２ 事業者等は、前項の承諾を行ったときは、当該消防水利を常時使用可能な状態で管

理するとともに、形状、容量、その他警防活動上重要な変更をしようとする場合には、

あらかじめ消防長と協議を行わなければならない。 

３ 消防水利として指定される施設等のうち、工事（本項において、新設工事又は警防

活動上重要な変更工事をいう。）を要するものの手続は第９条から第 11 条及び次条の

規定を準用する。 

（消防水利施設等の検査） 

第 14 条 事業者は、条例第 20 条で定める町長が行う工事完了検査等として、消防水利

施設等の区分ごとに次の検査を受けなければならない。 

(1)  二次製品防火水槽 

  ア 中間検査 

  イ 漏水検査 

  ウ 完了検査 

(2)  現場打ち防火水槽及び地中ばり防火水槽 

  ア 中間検査 

  イ 漏水検査 

  ウ 採水口が設置されている場合には、採水検査 

エ 完了検査 

(3)  前２号以外の消防水利施設等 完了検査 

２ 前項の中間検査は、基礎工事完了時及び防水工事完了時に実施するものとし、漏水

検査は、埋戻し前の工程において満水を確認した日から起算して７日以上が経過した

日に実施するものとする。 

第４章 雑則 

（その他） 

第 15 条 事業者は、消防水利施設等の設置に関し疑義を生じた場合には、その都度消

防長と協議を行わなければならない。 

（委任） 
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第 16 条 この基準に定めるもののほか、消防水利施設等の設置及び維持管理について

必要な事項は、消防長が別に定める。 

 

   附 則 

 この基準は、平成 30 年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

 

    年  月  日 

 

消防水利施設等に関する協議書 
 

二宮町消防長 殿 

 

住  所 

 

（事業者が所属する法人等又は法人等の所在地）                       

 

事業者氏名 

（法人の場合は名称及び代表者氏名）         印   

 

担当者氏名                  

 

電話番号                   

 

下記の開発事業に関し、消防水利施設等について協議を依頼します。 

 

１、開発事業の概要 

開発事業の名称  

開発区域の場所 二宮町 

開発工事施工業者  

開発事業の目的  

開発事業の規模 

（造成等の面積） 
㎡ 

開発区域内の建築物の

概要 

名  称  

用  途  

規  模  

構  造  

階  数  

棟  数  

開発工事の着工予定日              年     月     日 

開発工事の完了予定日      年     月     日 

別記様式１（第８条関係） 

表面 
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２、協議対象の消防水利施設等に関する計画 

(1)  防火水槽 

※該当するものに

〇を付し必要事項

を記載 

 

① 防火水槽（2 次製品・現場打ち・地中ばり・その他（       ）） 
 

最大貯水量      トン  採水口  有・無  
 
② 耐震性貯水槽（2 次製品・現場打ち・地中ばり・その他（     ）） 
 

最大貯水量      トン  採水口  有・無  

(2)  消火栓 

※必要事項を記載 

 
 設置配水管の口径                 mm   
 

配水管の所有者                                   
 

設  置  基  数                             基   

(3)  消防活動空

地等 

※該当するものに

〇を付し必要事項

を記載 

 
① 消防活動空地 
 
縦   ｍ 横   ｍ 建築物との距離    ｍ 道路の幅員   ｍ 
 
地盤面標示  有 ・ 無   掲示板  有 ・ 無       

② 進入路 

路面構造      滑り止め 有・無  勾配   ％ 隅切り 有・無   
③ 代替施設 
 
ア、屋 外 階 段 （ 構造              設置数    箇所 ） 
 
イ、特別避難階段（ 構造         設置数    箇所 ） 
 
ウ、固定はしご （ 構造         設置数    箇所 ） 
 
エ、避難ハッチ （ 構造            設置数    箇所 ）      

(4)  街頭消火器 

※該当するものに

〇を付し必要事項

を記載 

 
① 消火器 
  
（大きさ    型    設置数    基 ）  
② 格納箱 
  
（ 材質     設置箇所         設置高さ  ｍ  ブザー 有・無 ） 

(5)  帰  属 町へ帰属する施設等（                    ） 

(6)  指定の承諾 消防法第 21 条の指定を承諾する施設等（           ） 

 

３、合 意 

開発事業に伴う消防水利施設等について、上記のとおり協議し合意した。 

  年  月  日        

           住   所 

           （事業者が所属する法人等又は法人等の所在地）                                     

 

           事業者氏名 

           （法人の場合は名称及び代表者氏名）             印                

 

           二消第  号  

  

二宮町消防長                   印                         

裏面 
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  年  月  日 

 

消火栓設置確認交付依頼書 

 

二宮町消防長 殿 

依頼者（事業者）         

住 所             

電 話             

氏 名           ㊞ 

 

 

 下記のとおり、開発（建築）行為に伴い消火栓を自費で設置したいため、消火栓設置確認の

交付をお願いいたします。 

 

記 

 

１．工 事 名 称 

２．工 事 施 工 場 所  二宮町 

３．工事施工の目的 

４．消火栓設置基数        基 

５．添 付 図 面   案内図・土地利用計画図（消火栓予定設置箇所記入） 

６．提 出 部 数   ２部 

７．代  理  人   住 所 

            電 話 

            氏 名                     ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式２（第９条関係） 



13 

 

消防水利施設等着工届出書 

 

  年  月  日 

 

 二宮町消防長 殿 

 

届出者 

 

住 所                

 

氏 名                

 

工 事 の 場 所  

工事を行う開発事業の

名称 

 

工事対象の消防水利施

設等の種類 

※該当するものに〇 

・防火水槽【２次製品・現場打ち・地中ばり・耐震性貯水槽】 
  

・消防活動空地等【地盤面標示・掲示板・隅切り】 
   

・代替施設【屋外階段・特別避難階段・固定はしご・避難ハッチ】 

工
事
対
象
水
利
施
設
等 

の
工
事
施
工
者 

住  所 
 

氏  名 

（法人の場合は名称

及び代表者氏名） 

 

工事の概要 

（工事概要を簡潔に記載す

ること。） 

 

協 議 書 合 意 番 号 二 消 第    号 

着 工 予 定 日         年     月     日 

完 了 予 定 日         年     月     日 

※ 受  付  欄 ※ 経  過  欄 

  

備 考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格 A4 とする。 

    ２ ※印の欄は、記入しないこと。 

別記様式３（第 11 条関係） 
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消防水利施設等工事完了届出書 

 

    年  月  日 

 

 二宮町消防長 殿 

 

届出者 

 

住 所                

 

氏 名                

 

工 事 の 場 所  

工事を行った開発事業

の名称 

 

消防水利施設等の種類 

※該当するものに〇 

・防火水槽【２次製品・現場打ち・地中ばり・耐震性貯水槽】   

・消防活動空地等【地盤面標示・掲示板・隅切り】   

・代替施設【屋外階段・特別避難階段・固定はしご・避難ハッチ】 

・消火栓 

・街頭消火器 

工
事
対
象
水
利
施
設
等 

の
工
事
施
工
者 

住  所  

氏  名 

（法人の場合は名称及

び代表者氏名） 

 

協 議 書 合 意 番 号 二 消 第    号 

着 工 日          年      月      日 

完 了 予 定 日          年      月      日 

検 査 希 望 日           年      月      日 

※ 受  付  欄 ※ 経  過  欄 

  

備 考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格 A4 とする。 

    ２ ※印の欄は、記入しないこと。 

別記様式４（第 12 条関係） 
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  年  月  日 

 

 

消防水利指定承諾書 
 
 
 二宮町消防長 殿 

 
 

事業者等 

 

住 所                 

 

氏 名              印   

 

  

次の施設等に対し、二宮町消防長が行う消防法第 21 条の規定による消防水利としての

指定を承諾し、常時使用可能な状態として維持管理します。 

 

１、設置場所 二宮町 

２、水利の種別  

３、施設等の数                         基・箇所 

４、承諾の条件  

５、協議書合意

番号 
  二 消 第     号 

６、承諾年月日         年    月    日 

７、そ の 他  

備考：指定消防水利の位置を明示した案内図、詳細な平面図及び構造図を添付する。 

 

別記様式５（第 13 条関係） 
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別図１（防火水槽に設ける蓋の仕様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図２（吸管投入口及び消火栓の周囲地盤面に設ける標示） 

 

              1,150 

               

      150 

     

 

 

     黄色                   

                         

 

 

   溶融式塗装 

 

 

 

 

150 

備考：単位はミリメートルとする。 

備考：単位はミリメートルとする。 

100～150 

1,150 

吸 管 投 入 口 断 面 
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別図３（消防水利に設ける標識の規格図） 

GL 

文字大きさ 50 

文字大きさ200 

文字大きさ 50 

2,500 

563 595 

450 

取付金具 

（ボルト締付） 

アルミニウム合金管 

（60.5φ） 

コンクリート打 

（200×200） 

文字大きさ 50 

文字大きさ200 

文字大きさ 50 

563 595 

GL 

アンカー鋼（鉄棒） 

（長さ 300 ９φ） 

450 

2,500 

 

取付金具 

（ボルト締付） 

アルミニウム合金管 

（60.5φ） 

コンクリート打 

（200×200） 

(1)  【防火水槽に設ける標識】 

(2)  【消火栓に設ける標識】 

アンカー鋼（鉄棒） 

（長さ 300 9φ） 

FIRE HYDRANT 

消 火 栓 
φ＝〇〇〇㎜ 

No.〇〇〇 

60.5φ 

M8×30（SUS304） 

取付金具詳解図 

U 字ステー 

FIRE CISTERN 

防火すいそう 
〇〇ｔ 

No.〇〇〇 

反射シート 

（上下 2 枚(200×50)） 

反射シート 

（上下 2 枚(200×50)） 

・ 

・ 
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別図４（消防活動空地に関する標示又は掲示板の規格図） 

消 防 活 動 空 地 

6
,0

0
0
 

12,000  

1,000  

1,000  

500  200  

200  

900  

450  
コンクリート又はアスファルト仕上げ 

文字黄色 黄色ペイント 

消 防 活 動 空 地 

900  

ここは、火災、救助等の緊急時に

使用しますので、一般車の駐車は

できません。 

〇〇〇管理人 

（ 

注 

意 

） 

600  

90  

90  

文字黒色又は青色 

白地（アルミ板又はラミ

ネート板とする。 

文字は、容易に識別することができ

る大きさで黒色又は青色とする。 

(1)  【地盤面標示の規格】 (2)  【掲示板の規格】 

備考：単位はミリメートルとする。 

【備考】（（１）～（３）共通） 

１、文字及び縁の色は白色とし、地は赤色とすること。 

２、単位はミリメートルとする。 

３、標識はアルミ板（全面反射のもの。）とすること。 

４、反射シートはエンジニアグレード若しくはこれと同等以

上の再帰性反射材を使用し、変色、剥離をすることのない

反射輝度及び耐久性を有すること。 

５、その他必要な事項は、消防庁の通達（昭和 45 年第 442

号）に準拠すること。 

GL 

(3)  【通行障害等を避けるための曲柱の仕様】 

400 

200R 300 

反射シート 

（上下 2 枚(200×50)） 
2500 

アンカー鋼（鉄棒） 

（長さ 300 9φ） 

コンクリート打 

（200×200） 

反射シート詳解図 

200 

50 

30 
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二 宮 町 No.- - - 

１、 文字は白色とす

ること。 

２、 文字の大きさは、 

 2 ㎝×2 ㎝とするこ

と。 

３、文字は見易く表示

すること。 

表面 裏面 

別図５（消火器への印字） 
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別図６（格納箱の規格図） 

     

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① スタンドポールを床面へ固定する設置方法      ② 外周構造物へ固定する設置方法 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

凡 例 

No 名 称 

① フ タ 

② 金属製ヒンジ 

③ セミパチン錠 

④ 窓 板 

⑤ 
金属製固定具
の例 

仕 様 

項 目 措 置 項 目 措 置 

材 質 FRP 

窓板 

窓板は、透明アクリル板

とする。ただし、格納箱本

体を半透明とし、内部を

容易に確認することがで

きるものの場合には窓枠

及び窓板は設けないこと

ができる。 

塗 色 赤色（耐候性） 

文字色 白色（耐候性） 

字 体 丸ゴシック 

金属部品 ステンレス製 

火
事
と
救
急
は
１
１
９
番 

二 

宮 

町 

96 

160 

199 

235 

254 

776 

No.〇〇〇 

消 火 器 

①  

② 

③ 

④ 

備考：単位はミリメートルとする。 

防
災
は
と
な
り 

近
所
の
た
す
け
あ
い 

 

450 

⑤  
④ 

 

固定具例俯瞰図 

消火器      

 

 

二
宮
町 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        

埋め込みなど強固に固定すること。 
アンカーボルト固定

など強固に固定する

こと。 

別図７（ごみ置場への格納箱設置方法） 
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別図 10（格納箱の土台の仕様） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

凡 例 仕 様 

① ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 亜鉛ドブづけ 

② 取付ネジ ﾄﾗｽ小ﾈｼﾞ・ﾅｯﾄ・座金・ﾊﾞﾈ座金 

③ 台座 鉄製亜鉛メッキ 

④ 土台 コンクリート又はセメント 

140 

165 

195 

15 15 

15 

15 

110 140 

4-R10 5-φ9 

φ42.7 ① 

32 

200～400 

② 

③ 

④ 

235 170 

備考：単位はミリメートルとする。 

勾配 舗装道路面 

上流側 

排水の流れ 

① 道路に横断勾配がある場合 ② 現場打ち側溝の場合 ③ L 型側溝の場合 

別図８（格納箱を設置できない箇所） 

別図９（格納箱の据え置き要領） 

側溝 

排水の流れ 

上流側 
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参考資料 

 

様式１ 

 

 

消 火 栓 設 置 確 認 書 

 

 

 １．工事名称 

 

 ２．消火栓設置場所及び個数 

  

消 火 栓 設 置 場 所 個 数 

  

  

  

  

計 基 

 

 

   上記のとおり、消火栓を設置することを確認しました。 

 

     平成  年  月  日 

 

 

 

                 二宮町消防長           印 

    

 神奈川県企業局 

       水道部平塚営業所長 殿 

 


